
　　米国食品安全強化法（FSMA）対応支援 コンサルティングサービス申込書
米国食品安全強化法(FSMA)コンサルティングサービス担当宛
以下のとおり、「米国食品安全強化法（FSMA）対応支援コンサルティングサービス」を申し込みます。

	申込日
	　　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

	会社名（必須）

※本サービスを利用できるのは、日本企業等（企業・農林漁業者・団体等で日本からの輸出に取り組む事業主）
	

	業種（必須）
	

	施設登録カテゴリ（必須）
	

	企業規模
	資本金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　万円

	
	従業員数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

	申込者ご氏名（必須）
	（フリガナ）



	ご連絡先
	

	電話番号（必須）
	

	FAX番号（必須）
	

	メールアドレス（必須）
	

	輸出経験

※輸出経験ありの場合
	□　直接輸出経験あり

□　間接輸出経験あり

□　輸出経験なし

	
	輸出相手国（　　　　　　）

	
	輸出先業態（　　　　　　）

	
	輸出商品（　　　　　　）　※必須

	
	輸出量・額等実績（　　　）

	以下についてご確認いただき、(（チェック）をご記入いただいた上でお申し込みください。
□　米国への輸出可能品目であると確認済み（原発規制、動植物検疫等）

※農林水産省（http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/e_info/seido/index.html）、

　JETRO 貿易・投資相談Q&A（https://www.jetro.go.jp/world/qa/）、

　農林水産物・食品輸出相談窓口（https://www.jetro.go.jp/services/advice/agri_foods.html）等をご確認下さい。

· 別添「米国食品安全強化法（FSMA）対応支援 コンサルティングサービス　利用規約、免責事項」について承諾します。


	件名（必須）
	

	該当規則（必須）

	□第　　条「　　　　　　　　　　　　　　　　　　」規則
□その他全般
□分からない

	お問い合わせ内容（必須）




以上
（別添）
	コンサルティングサービスにお申し込みいただく際のご注意（利用規則／免責事項）


	米国食品安全強化法（FSMA）対応支援コンサルティングサービスにお申し込みいただく際のご注意事項です。必ずお読みください。 

1. 米国食品安全強化法（FSMA）対応支援コンサルティングサービスの目的 
1 本サービスは、日本企業等（企業、農林漁業者、団体等で輸出に取り組む事業主）の米国でのビジネス展開を支援するための、日本企業等の個別の要望に基づいて実施するものです。お客様がご希望されるご相談内容が高度・専門的かつ入手困難な情報テーマの場合、対応できない場合がございます。 

2 本サービスは、詳細なマーケティング調査や本格的な市場調査を請け負うものではありません。また、学術的な調査研究支援や委託調査の再委託の受託を目的としたものではありません。 

3 回答結果は、企業等の今後の事業展開に資する内部資料として活用いただくことを目的として提供いたします。 

4 第三者に共有する場合や転載・翻訳・引用される場合は必ずジェトロの許諾を得てください。 

2. サービス申し込みの受付 

1 お申し込みは、日本国内で米国向けの農林水産物・食品を製造・輸出を行う、または米国内で日本からの農林水産物・食品の輸入を行う（検討中含む）日本企業、農林漁業者、公共団体等から受け付けるものとします。コンサルタント業や調査会社等による調査依頼や代理によるお申し込みについては受け付けておりません。 

2 サービスの申込受付期間は2016年7月1日～2017年2月28日までとします。相談件数の上限に達した場合は、早めに締切る可能性があります。 

3 お申し込みは、原則1社1件とします。 

4 委託先のリクエストに応じて、担当者名及び担当者連絡先を除き、全ての情報を共有する可能性がありますので予めご了承願います。 

3. 相談内容対象ないし対象外となる項目 

1 本サービスの対象は基本的に以下の項目に限ります。 

· 米国食品安全強化法にかかる規則解釈（規則に関する不明点の分かりやすい解釈） 

· 米国食品安全強化法に関し、企業側が求められる対応例（米国食品安全強化法への対応としての具体策の提案） 

2 本サービスでは、以下のような項目は対象外とし、お引き受けいたしません。 

· 海外企業の「信用調査」、お客様指定企業に関する企業情報をお客様に成り代わり調査すること、またはこれに類するものお客様に成り代わり製品やサービス特性などについて説明することを伴うもの （営業の代行） 

· 経済秩序を乱すおそれがあるもの、違法目的と判断されるもの、公序良俗に反するもの 

· ご相談の回答結果を第三者が利用することを想定したもの、申込者が依頼人自身でないもの 

· その他、ジェトロが困難と判断するもの 

4. サービス提供対象国・地域 

日本国内、および米国 

5. 回答の内容・期間 
1 回答は、1件（1社）あたり、弁護士等が4時間を上限として準備できる範囲の内容となります。 

2 回答期間について、相談受付日から3営業日以内を目処に、農林水産・食品課より状況をご連絡いたします。

3 回答は、ジェトロが委託先に依頼してから4週間程度です。ご相談の内容によって、回答までの期間を延長する場合もあります。また、国情や季節的要因等により、所要日数が予想より大幅に遅延する場合もあります。

4 回答自体は日本語ですが、原文（英文）を優先して解釈願います。

5 一部資料については日本語への翻訳は行わず、原文（原語）のままお届けすることがあります。 

6. 免責事項 
1 ジェトロおよび委託先は、できる限り情報の正確を期するよう努めますが、最終的な情報利用の採否はお客様の責任と判断によります。また、本サービスでの回答範囲は、委託先の業務経験上知見に基づく情報に限られますので、予めご了承ください。 

2 ジェトロおよび委託先が提供した情報により直接、間接にかかわらず生じた結果について、万が一、お客様が不利益を被る事態が生じた場合、ジェトロは一切責任を負いかねます。 

3 本サービス回答結果として得た情報を無断で第三者に提供する行為は固くお断りします。転載・翻訳される場合は、必ずジェトロの許諾を得たうえで、出所を明示してください。また、引用される場合は、改変を一切行わず当該情報の出所を明示して下さい。万が一、お客様が本規則を遵守せず、紛議が生じたとしても、ジェトロは一切責任を負わず、お客様に損害を賠償していただきます。 

7. 秘密保持 
1 ジェトロは、本サービス実施によって知り得たお客様の業務上の秘密（ジェトロが第三者から得た秘密または自ら知り得た秘密を除く）を第三者に漏らす、または本サービスの実施以外の目的に利用することなく適切に取り扱います。 

2 本サービスに関わる個人情報は、本サービスの実施および関連のジェトロが実施するサービスの案内に利用します。また、その取り扱いについては、ジェトロが定める「個人情報保護方針」に基づき適切に取り扱います。 

8. 回答情報の扱い 

本申込みによって得られた回答については、企業情報及び機密情報を削除し、ご依頼者が特定できない形で、必要に応じてジェトロ内、農林水産省関係者で広く共有すると共に別の事業者様への情報提供に役立てます。 

お客様の個人情報の取り扱いについて  

お客様の個人情報はジェトロの個人情報保護規程に則り、適切に管理します。
詳しくは以下「個人情報の保護について」を参照ください。
https://www.jetro.go.jp/privacy/
以上



